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第 12 回 日本放射線事故・災害医学会 年次学術集会 

会場：北九州国際会議場（北九州市）、日時：2024 年 9 月 27 日（金）～28 日（土） 

原子力災害医療派遣チーム隊員の被ばく許容性、特に放射線科医師と一般医師の被ばく許容性につい

て（抄録） 

【背景】2019 年の調査で、災害医療派遣チーム（DMAT）隊員の職種ごとに、原子力災害時の活動

を許容する隊員の比率に大差があった。診療放射線技師は原子力災害時の活動を許容する者が多く、

被ばくに関してより多くの知識を有するためと考えられた。その後 2021 年、原子力災害医療派遣チー

ム隊員（以下、原子力チーム）429 人への調査のロジスティック回帰分析で、原子力災害時に活動でき

る（追加被ばく線量 1mSv を許容）ことと関連する項目は年齢 50 歳台（オッズ比 3.2）と DMAT 併任

（同 1.7）であった。この分析では職種による有意差が認められなかったものの、χ2 検定では放射線

科医は原子力災害時に活動できる隊員の比率が 70.0％で、放射線科以外の医師の 90.4％、診療放射線

技師の 83.2％を下回った（前者のみ p<0.05）。今回、放射線科医と他の診療科医師の被ばく許容性の

差を来たす背景因子の差について再検討した。 

【方法】2021 年調査で回答した放射線科医 20 人、他診療科医師 83 人において、性別、年齢層（10

歳刻み）、DMAT 併任、原子力チーム代表者、一般災害および原子力災害での派遣の経験をχ2 検定で

比較した。 

【結果】放射線科医と他診療科医師との間で、性別、年齢層、原子力災害現場への派遣経験に差はな

く、DMAT 併任（10.0％対 85.5％）、原子力チーム代表（10.0％対 33.7％）、一般災害現場への派遣経

験（20.0％対 69.9％）において差が認められた（p<0.05）。 

【考察及び結論】放射線科医は DMAT 併任隊員が少なく、災害現場での活動自体を望まなかった可

能性がある。被ばくへの懸念が他の職種より強いかどうか、直接的な質問での再調査の価値がある。隊

員の被ばく許容性に関し、放射線に関する知識以外の要因について検討し、より多くの隊員が原子力

災害時の活動について適切な認識が持てるようはかりたい。 

本発表のスライド・口述原稿 http://plaza.umin.ac.jp/~GHDNet/24/i927.pdf  
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 皆様、こんにちは！ 

市立八幡浜総合病院麻酔科 越智です。「原子力

災害医療派遣チーム隊員の被ばく許容性、特に放射

線科医師と一般医師の被ばく許容性について」と題

して発表します。 

なお、今回のスライドなどを掲載したウェブ資

料の URL を QR コードで示しますので、ご利用下

さい。申告すべき利益相反はありません。 

 

 

 

Ref-1)  

https://plaza.umin.ac.jp/~GHDNet/sennyu/g331-JJDM.pdf 

 

背景です。2019 年の調査 Ref-1)で、災害医療派

遣チーム（DMAT）隊員の職種ごとに、原子力災

害時の活動を許容する隊員の比率に大差がありま

した。診療放射線技師は活動を許容する者が多

く、被ばくに関してより多くの知識を有するため

と考えられました。 

その後 2021 年、原子力災害医療派遣チーム隊員

（以下、原子力チーム）429 人への調査のロジス

ティック回帰分析で、原子力災害時に活動できる

（追加被ばく線量 1mSv を許容）ことと関連する
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項目は年齢 50 歳台（オッズ比 3.2）と DMAT 併

任（同 1.7）でした。この分析では職種による有意

差が認められなかったものの、χ2 検定では放射

線科医は原子力災害時に活動できる隊員の比率が

70.0％で、放射線科以外の医師の 90.4％、診療放

射線技師の 83.2％を下回りました（前者のみ

p<0.05）。 

 今回、放射線科医と他の診療科医師の被ばく

許容性の差を来たす背景因子の差について再検討

した。 

 

2019 年、DMAT 隊員において、1mSv 内で活動

できる隊員および 100mSv 内で活動できる隊員の

比率は、診療放射線技師は他の職種、特に看護

師、薬剤師、理学療法士などの他の医療職を大き

く上回っていました。   
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このとき、DMAT 隊員でのロジスティック回帰

分析においても、1mSv までおよび 100mSv まで容

認できることと職種の間に有意な関連性が認めら

れ、診療放射線技師は最も高いオッズ比を示してい

ました。 

 

 2021 年調査の原子力隊員において、1mSv および

100mSv を許容する隊員の比率は、診療放射線技師

は医師を除く他の医療職を上回っていました。一

方、放射線科医師はこれらの比率が、放射線科以外

の医師を有意に下回っていました。 

 

ただし、ロジスティック回帰分析では、追加被ば

く線量 1mSv を許容することと有意差をもって関連

する項目は年齢 50 歳台と DMAT 併任で、この分

析では職種による差は認められませんでした。 
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今回の検討です。 

方法として、2021 年調査で回答した放射線科医

20 人、他診療科医師 83 人において、その背景因子

すなわち性別、年齢層、DMAT 併任、原子力チー

ム代表者、一般災害および原子力災害での派遣の経

験をカイ自乗検定で比較しました。 

 

結果です。放射線科医と放射線科以外の医師との

間で、性別、年代、原子力災害現場への派遣経験に

差はありませんでした。一方、DMAT 併任（10.0％

対 85.5％）、原子力チーム代表（10.0％対 33.7％）、

一般災害現場への派遣経験（20.0％対 69.9％）にお

いて差が認められました（p<0.05）。 

 

考察及び結論です。放射線科医は DMAT 併任隊

員が少なく、災害現場での活動自体を望まなかった

可能性があります。被ばくへの懸念が他の職種より

強いかどうかについては、直接的な質問での再調査

の価値があると考えます。隊員の被ばく許容性に関

し、放射線に関する知識以外の要因について検討
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し、放射線科医師を含む、より多くの隊員が原子力

災害時の活動について適切な認識が持てるようは

かりたいと考えます。 

 

 

 

追加資料として、本年 6 月、原子力災害医療派遣

チームに所属する放射線科医師 3 名から、放射線科

医師が被ばくまたは原子力災害被災地域での活動

を容認する率が低いことについてご意見を頂いて

いますので、紹介させていただきます。 

A 氏からは原子力災害医療派遣チームの活動場

所をより明確に示してほしい、また原子力災害医療

派遣チームに参加することについてのインセンテ

ィブが必要とのご意見でした。 

 

 

Ｂ氏からは放射線科医師は普段から一般的な患

者診療の機会が少なく、災害時の診療にも消極的、

被ばくに対する懸念ではないとのご意見。 
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Ｃ氏からは、原子力災害の現場での放射線科医師

の役割は限られているとのご意見をいただきまし

た。 

以上、ご静聴有難うございました。 

 


